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インパクトスタートアップとは
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インパクトスタートアップとは

「社会課題の解決」を「持続可能な成長機会」として捉
え社会にポジティブな影響を与えるスタートアップ

創業の背景や企業の存在意義に「社会へのポジティブなインパクトを与えたい」という意
志が強く組み込まれている

解決を目指している社会課題が具体化されており、解決する手段としてのソリューション
やサービスを実際に提供することでポジティブ・インパクトの創出を実際に行っている

目標とするパフォーマンスに、インパクトに関する指標がある。または、数年以内に作ろ
うとしている

社会課題解決を目指すスタートアップとして、成長志向を持った経営を行っている

創業者や経営陣がISAの活動に賛同し、各種活動に積極的かつ主体的に参加・協力する
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「社会課題の解決」と「持続可能な成長」を両立し、ポジティブな影響を社会に与える
「インパクトスタートアップ」のエコシステム構築を目指し設立された非営利型一般社団法人（2022年12月設立）

幹事会社

ユニファ
取締役CFO

星直人

ライフイズテック
代表取締役CEO

水野雄介

READYFOR
代表取締役CEO

米良はるか

ヘラルボニー
代表取締役Co-CEO

松田崇弥

五常・アンド・カンパニー
経営企画部長

田中はる奈

アストロスケール
創業者兼CEO

岡田光信

KIBOW社会投資ファンド
インベストメント・プロフェッシ

ョナル公認会計士

五十嵐剛志

協会理事 監事

正会員 賛同会員

206社 15社 2025年1月時点

一般社団法人インパクトスタートアップ協会
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協会設立セレモニー開催（平井議員・平議員・今枝議員ご臨席）

スタートアップ議連に代表理事米良・水野が参加
インパクトスタートアップPT結成（座長：平議員）

スタートアップ5か年計画に「インパクトスタートアップのエコシステム整備ロ
ードマップ」掲載

2022年10月14日

2022年10月21日

2022年11月28日

これまでの歩み①

協会設立セレモニー インパクトスタートアップPT結成 スタートアップ5か年計画に掲載
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スタートアップ議連2023提言にインパクトスタートアップのエコシステム整備が記
載（成長戦略「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023」に反映）

経済同友会および新公益連盟と「共助資本主義」の実現に向けた連携協定調印

スタートアップ議連2024提言に「スタートアップ育成 5 カ年計画におけるインパク

トスタートアップ支援の意義」が記載（成長戦略「新しい資本主義のグランドデザ
イン及び実行計画2024」に反映）

2023年 5月29日

2023年10月21日

2024年 6月 3日

これまでの歩み②

スタートアップ議連2023提言に、インパクト
スタートアップ育成エコシステム記載

「共助資本主義」の実現に向けた
連携協定調印

スタートアップ議連2024提言に「スタートアップ育成 5 カ年計
画におけるインパクトスタートアップ支援の意義」が記載
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加速度的な成長を遂げる
インパクトスタートアップ協会のいま
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加盟正会員数（スタートアップ企業）延べ206社に

日本最大のスタートアップ・コミュニティに成長
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正会員企業 9



協会を支える賛同会員として

15社の日本を代表する企業が参画

※2025年1月現在Platinum

Gold
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アニュアルイベント「IMPACT STARTUP SUMMIT」2024年9月11日開催

総エントリー750名超え一般枠は即日の満員御礼

Tokyo Innovation Base（以下、TiB）歴代トップクラスの集客

協会の代表的な活動例①
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創業5年未満のアーリーステージが対象のIMPACT STARTUP PITCHを開催

次世代スターの登竜門をコンセプト選抜された10社が登壇。事業成長の大きな機会に繋がる

協会の代表的な活動例②
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経営者同士の成長・ノウハウの共有を目的とした
会員限定合宿IMPACT CAMP開催

CxO中心の会員限定のアニュアル会員合宿
2024年は孫泰蔵さん、自民党小林史明さん、丸井グループ CEO青井浩さんら豪華ゲストが登壇

2025年は250名規模に拡大し4月17日開催予定。岸田前総理の登壇も決定！

協会の代表的な活動例③
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ForbesJAPAN「インパクト100」で特集掲載（2025年1月24日発売号）

インパクト100では29/39（74％）の正会員が選出（スタートアップ企業を母数）

Next30では26/30（86％）の正会員が選出

協会の代表的な活動例④
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加盟企業の代表的な成果事例

～株式上場・海外展開・災害支援～
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インパクトスタートアップからIPO続々、初のユニコーンも誕生

協会加盟企業のうち5社が上場（2025年2月時点）

2024年6月5日東証グロース市場に上場したアストロスケールホールディングス（HD）は
時価総額は1554億円となり協会初のインパクトユニコーンに成長
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相次ぐ海外進出・国際コンテスト受賞

LVMHイノベーションアワード受賞
仏法人を設立しパリへ

アジア健康長寿イノベーション2024大賞
（シンガポール）

THRIVE Global Impact Challenge優勝
米国・フランスへ進出

「SusHi Tech Challenge 2024」
Grand Prize

※2024年主要実績のみ記載
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国内アワード・ピッチコンテストでも受賞多数

株式会社Halu
内閣府「バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進

功労者表彰」内閣府特命担当大臣奨励賞

WOTA株式会社
「GRIC PITCH」最優秀賞

株式会社Halu
「WE AT CHALLENGE 2024」最優秀賞

株式会社ヘラルボニー
ICC KYOTO 2024優勝 WOTA代表 前田瑶介氏

「共助リーダー・アワード2024」
ベター・プレイス

ICC KYOTO 2024「ソーシャルグッド・カタパルト」

※2024年主要実績のみ記載
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公共調達をフックにした成長事例①

WOTA 水循環システムで能登災害支援＆海外進出

経済産業省資料より抜粋
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公共調達をフックにした成長事例②

サグリ株式会社 兵庫丹波から衛星技術で世界進出を開始

経済産業省資料より抜粋
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「公共調達」と「インパクトスタートアップ」
における現場の状況
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少子高齢化

課題先進国日本

閉塞感 これまで：多くの社会的課題を国だけが主体となって解決

これから：民間が主体的に
課題解決に取り組める社会

▼

▼

インパクトスタートアップ

官が担っていた課題解決の新たな担い手がインパクトスタートアップ
相性は圧倒的に良い
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公共調達が積極的進んでいるのか？？
答えは「No」。だが機運は高まっており潜在ニーズは大きい

現状の課題

自治体 スタートアップ

インパクトスタートアップのことを
知らない、やったことない、わからない

自治体営業やったことがない、知らない
計上や手続きなど商慣習の違い

足元の状況

ミスマッチ

インパクトスタートアップを積極的に活用したい自治体が増加

自治体と連携したいスタートアップ（社会課題領域）も増加 23



インパクトスタートアップの公共調達は黎明期
顕在化した課題を解決することで後発が続くことが期待できる

（逆にネガな印象が広がると後が続かなくなる恐れ）

先駆者により課題が顕在化

公共調達の代表的な先駆者は「ライフイズテック株式会社」

プログラミング教材→中学校/高校4500校に導入 ユーザー生徒 120万人
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目指したいゴール

公共調達×インパクトスタートアップの促進で
「社会コストの削減&品質向上」と「スタートアップの企業成長」の両立

① 知財保護の環境整備

・慣習の是正。過度な権利制限しようとする問題など
・知財そもそもの問題意識の欠如。知財の対象範囲や定義などリテラシーの向上
・知財にかかる相談先の設置

→ 安心安全な自治体との商環境の整備

・先端技術に特化した補助金、助成金の予算措置
・社会コストへのポジティブインパクトの定量化。そのための開示と可視化
・成功事例の見える化と他自治体への横展開などなど

② 成功事例の創出と普及

→ 自治体・省庁等と連携した新たなルールメイキング 25



知財の扱いに関する
現場の視点を踏まえた要望改善提案
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スタートアップは創業間もないため資金や設備など有形資

産が限られており、革新的なアイデアや技術といった知的

財産・無形資産こそが将来の収益源であり競争力の源泉

27

スタートアップにおける知的財産の重要性

特許侵害防止: 自社技術の保護と他社から

の侵害訴訟リスク回避

防衛的特許取得: 将来的に重要となる可能

性がある周辺技術の特許確保

営業秘密管理: ノウハウや機密情報を特許

化せずに秘匿として保護

クロスライセンス: 他社と相互ライセンス

契約を結び、訴訟リスクを回避

市場シェア拡大: 強力な特許ポートフォリオを構築

し、競合他社の参入を阻止

ライセンス収入: 自社の知的財産を他社にライセン

スして収益源を創出

ブランド価値向上: 商標や意匠を戦略的に活用して

市場での認知度を高める

オープンイノベーション: 特定の技術を意図的に公

開し、業界標準の確立を目指す

守りの知財攻めの知財
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スタートアップにとっての知的財産・無形資産

特許権

意匠権 商標権

アイデア ノウハウ

ブランド

著作権

狭義の知財

広義の知財・無形資産

広義の知財・無形
資産がスタートア
ップにとって重要
なアセットとして
認識できていない
という課題

狭義の知財の保護の必
要性・保護の方法につ
いて理解しきれていな
いという課題

営業情報 業務知見
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スタートアップの課題 自治体の課題

知財に対する認識
の課題

（広義・狭義問わず）知的財産がスタート

アップにとってのビジネスの核心であるこ

とへの認識不足

（広義・狭義問わず）知的財産がスタート

アップにとってのビジネスの核心であるこ

とへの認識不足

知財保護のための
リソースの課題

交渉力・法務リソースの不足

知財の専門家へのアクセスの欠如

スタートアップに対する深い理解を有する
専門家の不足

自治体側弁護士の保守的態度

意思決定プロセス
の課題

自治体側の意思決定フローに対する理解不

足

入札制度などへの理解不足

形式的な書類作成を求める方針により発生

するコミュニケーションコスト

個々に適切に調整されていない契約書雛形

の使用

現状の課題構造
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共通する課題 改善提案

知財に対する認識
の課題

双方の知財に対する理解・認識の不足 専門家に相談すべきと判断できる程度の知

財への理解浸透のための標語の作成

知財保護のための
リソースの課題

適切な専門家へのアクセス経路の欠如

バランスの取れた契約モデルの不在

地元自治体における専門家ネットワークの

構築

標準的な契約モデルの開発

意思決定プロセス
の課題

双方の商慣習・行政慣習に対する理解・認

識の不足

意思決定プロセスに関する意見交換会の実

施

意思決定プロセスの透明化・明示化

スタートアップと協働する際の自治体向け

ガイドラインの策定

共通する課題と改善提案



インパクトスタートアップ事例
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質疑応答
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